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第５章 側方流動が杭基礎に及ぼす外力特性に関する実験的研究 
 
 
 
 液状化地盤の側方流動による大変形は，基礎構造物に甚大な被害が生じさせる．そのた
め，地盤の流動程度が基礎構造物に及ぼす影響を解明することが，問題解決の第一歩であ
る．液状化による地盤の側方流動の発生要因は，大きく 2 つに分類される．1 つは護岸の移
動による護岸背後地盤の流動であり，他の 1 つはゆるい傾斜地盤における流動である．こ
のうち，前者は新潟地震や兵庫県南部地震などで橋梁・高架橋基礎に甚大な被害を及ぼし
ている．一方，後者については新潟地震，日本海中部地震などで確認され埋設管などの地
中構造物に被害を及ぼしている． 
本研究では，鉄道の橋梁及び高架橋の基礎杭を対象としているので，前者の護岸の移動
による護岸背後地盤の側方流動による影響を対象として検討を進めることとする． 
本章では，液状化による地盤の側方流動時における基礎構造物の挙動を調べ，側方流動
中の基礎構造物の応答特性を把握することで外力特性を検証することを目的として実施し
た１Ｇ場における模型振動実験についてまとめる． 
 
 
 
５．１ 流動中の杭基礎の挙動に関する検討 
 
５．１．１ 模型実験概要 
 
模型実験は 1G場で実施し，せん断土槽（長さ 210cm，高さ 76.5cm，奥行き 100cm）を
用いてせん断変形を許容することで境界の影響が少なくなるよう配慮した．実験に用いた
せん断土槽は，15 段に重ねた矩形のアルミフレームで構成さており，各段のフレーム間に
は摩擦を低減するためのベアリングが設置されている． 
液状化層には３章でまとめた杭基礎の振動特性を把握する実験で使用したものと同じ珪
砂６号（比重 2.65，最大間隙比 1.13，最小間隙比 0.73，均等係数 1.62）を用い，水中落下
法で目標相対密度を 60％として作成した．ここで，間隙水には水を用いており，水位は地
表面に設定した．図５-１に土槽と計測点の概要を示す．地盤での計測項目は，地表面にお
ける応答加速度，応答変位(水平および鉛直)，各深度における応答加速度，過剰間隙水圧で，
構造物の上流側 150mmと 800ｍｍ，下流側 250mmの位置で計測した．また，液状化層内
部にはターゲットを設置して地盤内部の側方流動量も測定した． 
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構造物模型については，３章での実験で用いた模型と同じ模型を用いた．各種の条件に
ついても同様であり，基礎は４本杭として上部工の重量は 98Ｎである．杭先端および杭頭
はともに剛結とした．また，杭については曲げ変形が卓越するように考慮し，杭径φ20mm，
曲げ剛性 287000N/cm２のアクリル系合成樹脂材（ABS：アクリロニトリル－ブタジエン－
スチレン共重合体）を使用した．なお，本実験における模型地盤条件においてもβl>10 が
となることを確認している（β：杭の特性値１），l：杭長）． 
構造物における計測項目は，図５-１に示すように杭基礎の前杭（上流側）および後杭（下
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図５-１ 模型実験概要 
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流側）の７ヶ所にひずみゲージを設置して発生断面力を計測した．また，上流側の杭につ
いては加速度計も設置している．表５-１に使用した計測機器の一覧を示す． 
 本研究においては，基礎に作用する外力特性の解明を目的としており，側方流動の発生
メカニズムに関する検討を目的としていない．そのため，側方流動の発生方法については，
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図５-２ 可倒壁概要図 
表５-１ 計測機器一覧 
加速度計 加速度計 間隙水圧計 間隙水圧計 レーザ式変位計
設置箇所＊ AC,AD,AP ABX
PPC-1,PPD-
1,PPE-1
PPC3,5,PPD-2～
4,PPE3,4
DLB
製造会社 ㈱ｴｽ･ｴｽ･ｹｲ ㈱共和電業 ㈱ｴｽ･ｴｽ･ｹｲ ㈱ｴｽ･ｴｽ･ｹｲ ㈱ｷｰｴﾝｽ
製品名 超小型加速度計 小型定容量加速度変換器 超小型間隙水圧計 超小型間隙水圧計
可視光ﾚｰｻﾞ式変位
ｾﾝｻ
型名 A5-1 AS-2GB P310A-05 P310A-02 LB-300,LB-1000
定格容量 ±1G ±2G 0.5kgf/cm2 0.2kgf/cm2 ±100mm
変位計 変位計 ひずみゲージ 土圧計 土圧計
設置箇所＊ SE１～３ SF１～３ GNW,GSE PW4,5 PW2,3
製造会社 ㈱共和電業 ㈱東京測器研究所 ㈱東京測器研究所 ㈱ｴｽ･ｴｽ･ｹｲ ㈱ｴｽ･ｴｽ･ｹｲ
製品名 ｲﾝﾀﾞｸﾀﾝｽ式変位計 高感度変位計 ﾌﾟﾗｽｯﾁｸ用ｹﾞｰｼﾞGF ｼﾘｰｽﾞ 超小型圧力計 超小型圧力計
型名 DLT-300BS CDP-100 GFLA-3-70-10LT P306V-2 P306V-5
定格容量 300mm 100ｍｍ 3%(30000×10-6) 2kgf/cm2 5kgf/cm2  
＊:図５-1 の記号に対応 
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特に実現象を忠実に考慮するものでない．したがって，水平一方向加振により全層を確実
に液状化させ，その後に図５-２に示すようなせん断土槽の内側に設置した可倒壁を転倒さ
せることで，強制的に側方流動を発生させることとした．ここで，入力波形には white noise
（広帯域波）を用いた．これは，加振振動数をある一定値に固定した場合，液状化の進行
に伴なう地盤-構造物系の固有振動数の変化程度によって，場合によっては過度的な応答を
生じることがあるため，これによる影響を避けるためでる． 
 可倒壁はせん断土槽の底盤とピン結合されており，その底部を回転軸として転倒する構
造になっている．転倒の制御は，せん断土槽外部のエアシリンダーの作動によって行う． 
実験ケースを表５-２に示す．CASE1 を基本ケースとし，加振中に可倒壁反対側の自由
地盤をせん断変形させ，加振停止後に流動させるものとした．CASE2はせん断土槽を固定
して地盤のせん断変形を拘束して可倒壁反対側における自由地盤の境界条件の影響を，
CASE3は流動中も加振を継続することで過剰間隙水圧の消散を妨げ一定以上の水圧を流動
中も維持することとし，これらの条件による違いについての関係を考察した． 
図５-３に自由地盤の境界条件とせん断土槽の概要を示す． 
側方流動は，加振により液状化を発生させて全層において過剰間隙水圧が初期有効上載
圧に達することを確認した後，可動壁を傾斜させることで発生させた． 
この場合，液状化を生じさせるために必要な加速度レベルについては，事前に今回実施
した実験条件と同じ相対密度および深さの模型地盤において全層が完全液状化に至る加速
度レベルを調査し，最大加速度を 300galに設定した．また，可動壁の傾斜速度は，模型の
大きさなどを考慮して 10～15cm/sec程度となるように調整した． 
表５-２ 実験ケース 
加速度 振動数
CASE1 49.10%
CASE2 51.30% 300gal whitenoise 加振中土槽固定
CASE3 52.40% 流動中加振継続
ケース 相対密度 特記事項入力波
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図５-３ 自由地盤の境界条件の概要 
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５．１．２ 流動する地盤が杭基礎に及ぼす外力特性 
 
模型実験により得られた各ケースの代表的な位置の時刻歴結果を図５-４～６に示す．い
ずれのケースも過剰間隙水圧が初期有効上載圧に達したことを確認した後，流動を生じさ
せている．なお，図中の流動開始時刻は可倒壁を傾斜させた時刻である．図５-４に示す
CASE１の結果によれば，加振直後に過剰間隙水圧が上昇して液状化状態になっている．側
方流動を生じさせるまで約７秒間加振を継続させているが，地表面の変形はこの間に可倒
壁の反対方向に卓越し，加振停止直後は可倒壁反対方向に残留していることがわかる．こ
れは，可倒壁反対側の自由地盤をせん断変形させているが，可倒壁については剛な条件で
あるためせん断変形が拘束されているためと考えられる．しかし，構造物の変位および杭
の発生曲げモーメントについては，加振停止直後は加振前の初期状態にあることがわかる．
このことは，杭が本実験における地盤の変形範囲内では弾性挙動の範囲にある部材を用い
ていることを勘案すると，液状化による地盤の抵抗が著しく低下していることが考えられ
る． 
また，流動時の地盤変位と過剰間隙水圧に着目すると変位が収束するあたりで過剰間隙水
圧が消散し始めていることがわかる．なお，間隙水圧が回復する傾向を示している点につ
いては，間隙水圧の発生状況を考察する際に述べる．杭に発生した曲げモーメントは加振
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図５-４ 代表的位置における時刻歴応答波形(CASE１) 
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中よりも側方流動時の方が大きく，流動終了後に残留している．しかし，構造物の変位は
加振中の方が側方流動時よりも大きいことがわかる．図５-５に示す CASE２の結果によれ
ば，構造物の変位および杭の曲げモーメントについては CASE１と同様の傾向を示してい
る．しかし，地表面の変位については CASE１と異なり，加振中の振幅も一方向に卓越す
る傾向はなく，加振停止時の残留変位も確認されない．これは，可倒壁反対側の自由地盤
のせん断変形を拘束しているためと考えられるが，流動時の地盤変位と過剰間隙水圧の関
係については，CASE１と同様の関係を示していることが確認できる． 
CASE１と CASE２の比較によれば，加振中における地表面の変位の傾向以外で大きく異
なる点はないと考えられ，自由地盤の拘束条件の違いが構造物の応答に及ぼす影響は小さ
いと考えられる．図５-６に示したCASE３の結果によれば，加振中の地表面の挙動はCASE
１と同様に可倒壁反対方向に卓越傾向が見られる．これは，このケースは CASE１と同様
に自由地盤のせん断変形を拘束していないためと考えられる．構造物および杭の曲げモー
メントについても加振中の振幅は一方向に卓越する傾向は見られないので，加振中の状態
は CASE１と同様であると考えられる．また，流動中も過剰間隙水圧を維持するため加振
を継続しているが，地表面の変位の傾向は流動時に加振を停止した他の２ケースと同様で
あり，地表面の変位の進行は加振よりも可倒壁の転倒による支持条件の変化の影響が大き
いことがわかる．杭のモーメントについても地表面の変形が進行している流動中は，一方
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図５-５ 代表的位置における時刻歴応答波形(CASE２) 
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向に卓越する傾向が見られ，加振による影響よりも地盤の流動による影響の方が大きいこ
とが推察される． 
しかし，CASE１および CASE２については，いずれも側方流動を加振停止後に発生させ
たが，波形記録からは振動成分が残っていることが確認できる．CASE３の結果から流動中
の地盤変位に及ぼす加振の影響は小さいことが確認できる．よって，以降は流動中の波形
記録から振動成分の影響を除去して側方流動時の外力特性について考察を進めることとす
る． 
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図５-６ 代表的位置における時刻歴応答波形(CASE３) 
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入力波形に用いたwhite noiseの加速度フーリエスペクトルから入力波には0.4Hz以下の
振動成分が存在しないことを確認している．そこで，0.4Hz のローパスフィルターにより波
形記録から振動成分を除去した．なお，CASE３については流動中に過剰間隙水圧が低下す
ることを防ぐ目的で加振を継続している．しかし，前述したように杭のモーメントの発生
状況が，地表面の変形が進行している流動中は一方向に卓越する傾向が見られ，加振によ
る影響よりも地盤の流動による影響の方が大きいことなどから，他の２ケースと同様に波
形記録に 0.4Hz のローパスフィルターをかけて振動成分を除去して考察することとした． 
フィルター処理した波形記録を図５-７～９に示す．ここで，流動速度は加振停止後に流
動を開始してからの地表面の変位波形を微分して求めている．図５-７に示すように CASE
１では 17.3sec に可倒壁を傾斜させた直後から構造物および地盤ともに可倒壁方向への変
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図５-７ フィルター処理した応答値(CASE１) 
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位が卓越している．流動速度と過剰間隙水圧の関係に着目すると，前述した地盤の変位と
過剰間隙水圧の関係に関連し，速度が低下し始める付近，すなわち地盤の変位が収束する
あたりから過剰間隙水圧の消散が始まっている．同様の傾向は，図５-８に示す CASE２で
も確認することができる． 
ここで，図５-７の CASE１では過剰間隙水圧比が 0.9 程度以上を保持している 18.8sec
付近までは，地表面変位量が37.2mmであるのに対して構造物の変位量は12.2mmである．
また，図５-８に示す CASE２においても 19.9secで可倒壁を傾斜して流動を発生させてい
るが，過剰間隙水圧比が 0.9 程度以上保持している 21.45sec 付近までに地表面変位量は
40.0mm生じでいるが構造物の変位量は 20.8mmである． 
CASE１および CASE２における流動中の構造物には慣性力の影響がないので，構造物の
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図５-８ フィルター処理した応答値(CASE２) 
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変形が生じた要因は地盤からの外力による影響と考えられる．通常の軟弱地盤における地
盤の変形と構造物の変位の関係は，構造物の変位が地盤変位に追随する傾向にあることが
考えられるが，本実験で得られた結果は構造物変位に対して地盤変位が卓越している．ま
た，図５-４および図５-５で示したように加振停止直後の構造物の変位，曲げモーメント
が一方向に残留していないことから過剰間隙水圧が十分に上昇している間は地盤の抵抗が
極めて小さいことが考えられる．この場合，地盤ばねの低下程度も大きいことから，地盤
の変位による影響で構造物に変位が生じているとは考えにくい． 
また，CASE３については，流動中も加振を継続しているので過剰間隙水圧が低下しない
で，液状化状態を保持している．図５-９によれば流動開始した 22.0sec以降，地表面の変
位量は 136.2mm に達している．しかし，構造物の変位量は 18.2mm であり，構造物の変
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図５-９ フィルター処理した応答値(CASE３) 
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位量は地表面の変位量に比べて十分小さく，杭の発生曲げモーメントについても流動中に
最大となっていることから，地盤の変位の影響を受けて杭に応力・変形が生じたとは考え
にくい結果となっている． 
図５-10～12には各ケースにおける流動中の過剰間隙水圧の分布を示す．流動により間隙
水圧計も多少流されていることが考えられるが，基本的には各ケースともに過剰間隙水圧
比は側方流動中において全層で概ね 0.9以上を維持していると判断できる．また，図５-10，
５-11に示すように CASE１，２については，構造物近傍および可倒壁背後では水圧が急激
に低下し始めている．これは，図５-７，５-８を参考に考察すると前述したように地盤の
流動速度が低下する時刻とほぼ一致しており，土のせん断抵抗が回復してきたためと考え
られる． 
なお，流動停止後に過剰間隙水圧の回復傾向が確認される．この傾向は可倒壁に近い地
盤において顕著である．これは，地盤の流動は可倒壁の転倒に追従して発生するが，壁の
転倒速度よりも地盤の流動速度は遅いため最終的に流動した地盤は，地盤と可倒壁の隙間
に堆積することとなる．その際，地盤は変形が大きくなることでせん断抵抗が回復するこ
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図５-10 過剰間隙水圧分布(CASE１) 
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とに加えて壁から作用している側圧が減少することなどで過剰間隙水圧が低下する．しか
し，壁との隙間に堆積することで壁から再び側圧が作用することなどで間隙水圧が回復し
たと考えられ，隙間の大きい浅い部分でこの傾向が顕著になると推察される． 
また，CASE3についても振動などにより間隙水圧計が初期の設置位置よりずれているこ
とが懸念されるが，図５-12から判断するとその影響は小さく側方流動中も地盤全体でほぼ
過剰間隙水圧が初期有効上載圧に等しく完全液状化状態であると推定される． 
なお，可倒壁転倒前において可倒壁に作用する土圧を計測した結果を図5-13に示す．図
中の計算値は静止土圧係数を 1.0２）として計算した静止土圧の結果である．これによると，
土の単位体積重量に相当する液体の静水圧が可倒壁に作用していることが確認でき，流動
直前は完全液状化状態であったことがわかる． 
以上から，地盤が側方流動を生じ，流体的な挙動を示している間は，過剰間隙水圧が一
定値以上に上昇し，その値を維持することが必要であると考えられる． 
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図５-11 過剰間隙水圧分布(CASE２) 
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図５-12 過剰間隙水圧分布(CASE３) 
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図５-13 可倒壁に作用する土圧分布 
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次に，各ケースにおける地盤中に設置したターゲットの移動量を流動終了後に測定して
得られた地盤の最終変形量の結果を図５-14～16に示す．これらによると各ケースとも地盤
全体が可倒壁の転倒形状に併せて下流側へ移動しており，可倒壁から構造物近傍付近まで
は明らかに移動していることが分かる．また，流動している可倒壁背後の地盤において明
確な主働崩壊線は確認されていない．これらのことは，前述した過剰間隙水圧の分布状況
を踏まえると地盤の挙動がすべり破壊とは異なっていたことを示唆するものと考えられる．
しかし，いずれのケースにおいても構造物を境界にして地盤の移動量が減少し，背後地盤
は構造物の影響で変位が抑制されていることが推察できる． 
図５-15に示すCASE2についてはせん断土槽の境界を拘束していることによる境界条件
の影響で図５-14に示す CASE1よりも大きな変位となっているが，構造物近傍における地
盤の挙動は 80mm程度で CASE1と同程度であった．これは，構造物の設定されている位
置が可倒壁の近傍であったためと考えられる． 
また，図５-16に示すように CASE3については，流動中においても加振を継続した影響
で地表面の沈下形状は他のケースのように傾斜が生じず水平を維持しているが，地盤の全
体的な移動の傾向は他の 2 ケースと同程度であり，可倒壁の移動が地盤の移動に対して支
配的であると考えられる．このことは，兵庫県南部地震における事例検討の結果３）,４）とよ
い傾向を見せている． 
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図５-14 地盤の最終変形量(CASE１) 
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図５-15 地盤の最終変形量(CASE２) 
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図５-16 地盤の最終変形量(CASE３) 
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図５-17には地盤の水平移動量と可倒壁の初期位置からの離れの関係を示す．これによる
と，CASE１では構造物近傍におけるターゲットが流失してしまい測定できていないが，兵
庫県南部地震における事例分析の結果の傾向とよい一致を見せ，距離減衰特性が表現され
ていることがわかる．図５-15に示す CASE２では構造物近傍で前述したように構造物の影
響による変形の拘束が生じている．また，土槽中央部付近から可倒壁反対側の境界部向け
て水平変位量が増加する傾向を示しおり土槽の境界を固定条件としたことによる反射の影
響が顕著に現れていることが推測される．図５-16に示す CASE３については CASE２と同
様の傾向が構造物近傍で測定されたが，CASE２は変位がほぼ０であるのに対して CASE３
では可倒壁反対側の境界部向けて大きな変形が生じており，加振を継続したことによる構
造物の振動の影響を受けていると考えられる．また，土槽中央部付近から可倒壁反対側の
境界部向けて水平変位量については CASE２ほどの増加傾向はなく，加振を継続したこと
による影響と考えられるバラツキが多少見られるが可倒壁の初期位置での変位に比べれば
減衰していることがわかる． 
ターゲットによる地盤の変位量の測定結果から，CASE１ではターゲットが流失したこと
で測定できていないが，すべてのケースにおいて構造物により背後地盤の変形が拘束され
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図５-17 地盤の水平移動量～可倒壁からの離れの関係 
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ていると考えられる．特に，CASE１と CASE２については流動が収束する際には，過剰間
隙水圧も消散することから杭には土圧的な外力が作用していることが想定される．しかし，
CASE３については，加振を継続している影響で過剰間隙水圧の消散はないため，杭に土圧
的な外力は作用していないと考えられる． 
ターゲットによる変位量は，地盤の最終変形量を測定して得られたもので時刻歴応答を追
跡したものではないため，特に CASE３の結果については CASE１，CASE２と異なり流動
中においても振動による変位の影響を含んだ変形量である．よって，流動のみで生じた地
盤の変形を測定していないため，流動量の傾向が他の２ケースとは異なる性状を見せてい
ると考えられる．  
そこで，図５-18には各ケースにおいて，過剰間隙水圧比が 0.9 程度以上を維持している
間および過剰間隙水圧が消散し杭に土圧的な外力が作用していると考えられる間について
上流側の杭の杭頭曲げモーメントが最大に達した時刻での杭の発生曲げモーメントの鉛直
分布を示す．CASE１，２について整理した結果では，杭に発生する曲げモーメント分布は，
気中におけるラーメン構造物の柱が一方向の分布水平力を受けた場合のモーメント分布と
なっていることがわかる．このことは，杭頭および杭先端が固定条件であることを考慮す
ると，完全突出杭の状態となっていることが推察され，地盤ばねが極めて小さいことを示
唆している．杭の発生曲げモーメントの大きさは，CASE１，２ともに過剰間隙水圧比が
0.9程度以上を維持している間では 300N*cm程度で地盤の変位が収束した時点では最大で
500N*cm程度であり，ケース間で顕著な差は見られず前述したように加振中における自由
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図５-18 曲げモーメントの鉛直分布 
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地盤の境界条件の影響はないことがわかる．CASE3についても他の２ケースと同様に完全
突出杭の状態で一方向の分布水平力を受けた場合のモーメント分布となっているが，過剰
間隙水圧が消散しないため，流動中に最大値を示し，流動停止時に曲げモーメントが低下
している点は他の２ケースと異なる傾向を示している．しかし，流動中の杭に発生する曲
げモーメントは 300N*cm程度であり，他の２ケースにおける過剰間隙水圧比が 0.9 程度以
上を維持している間の曲げモーメントと同程度の値であることがわかる．このことは，過
剰間隙水圧比が 0.9程度以上を維持している間において，杭に作用する外力特性が各ケース
間で大きな差がないことを示唆している． 
以上，述べたように流動中の杭基礎の挙動に及ぼす外力特性として過剰間隙水圧比が 0.9
程度以上を維持している間とその後の過剰間隙水圧の消散過程で異なることが考えられる．
そこで，以下には杭の発生曲げモーメントを 3 次の多項式で近似し，その結果を 2 回微分
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図５-19 杭の想定作用外力の鉛直分布(CASE１) 
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して得られた杭の作用外力と地盤変位および流動速度の関係を整理したものについて示す． 
図５-19にはCASE1において代表的時刻での杭の曲げモーメントの実測値と近似曲線の
関係およびそれを 2回微分して得られた作用外力の鉛直分布について示す．これによると，
杭の曲げモーメントを３次の多項式で近似することについて，実測値と近似曲線の誤差が
少ないことから妥当であると考えられる．作用外力は，流動の進行に伴い増加する傾向に
あることがわかるが，曲げモーメントが最大となる 20～21sec では曲げモーメントの鉛直
分布に差はないが作用外力は，21secでは杭先端の方が杭頭よりも大きくなっている． 
図５-20には地盤と杭との相対変位および地盤と杭との相対速度の2乗と作用外力の関係
を流動が生じている範囲で示した．また，相対変位および相対速度の 2 乗と作用外力の関
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図５-20 作用外力と相対変位および相対速度の関係(CASE１) 
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係についても示している．なお，以降の検討において変位は地盤と杭との相対変位，速度
は地盤の流動速度と杭の変形速度との相対速度の 2 乗を言う．ここで，外力，相対変位お
よび相対速度はそれぞれ対象とした範囲における最大値で正規化している．これらによれ
ば，図５-10に示す過剰間隙水圧比の分布からは 19sec付近までは過剰間隙水圧比が 0.9 程
度以上を維持していることがわかる．この間は，図５-21によれば変位および速度の増加に
伴い外力が増加しており，それぞれに相関性があると考えられる．しかし，過剰間隙水圧
が消散する 19sec 以降は，速度は減少しているものの外力荷重は増加傾向にあり，双方の
間には相関性はないと考えられる． 
図５-21にはCASE2における杭の曲げモーメントの近似曲線およびそれより得られた作
用外力荷重について示す．これについても杭の曲げモーメントを３次の多項式で近似する
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図５-21 杭の想定作用外力の鉛直分布(CASE２) 
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ことは妥当であると考えられる．CASE2についても CASE1と同様に曲げモーメントが最
大となる 22.0～23.0secにおいて，曲げモーメント鉛直分布に差はないが作用外力の鉛直分
布は異なり，23secでは杭先端と杭頭付近での差が小さくなっていることがわかる． 
図５-22にはCASE2における変位および速度と作用外力の関係を流動が生じている範囲
で示した．また，変位および速度と作用外力の関係についても同様に示している．これら
によれば，図５-11に示す過剰間隙水圧比の分布から 21.5sec付近までは過剰間隙水圧比が
0.9程度維持していることがわかる．この間の作用外力は，図５-22で示したように CASE1
と同様に変位および速度の双方と相関性があるように考えられる．しかし，過剰間隙水圧
の消散が始まる 21.5sec以降はやはりCASE1と同様に外力と速度との相関性は見られない．
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図５-22 作用外力と相対変位および相対速度の関係(CASE２) 
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さらに，流動が収束する 23sec付近では変位との相関も見られなくなっている． 
図５-23には流動中も加振を継続したCASE3の代表的時刻での杭の曲げモーメントの実
測値と近似曲線の関係およびそれを 2 回微分して得られた作用外力の鉛直分布について示
す．このケースは流動中も加振を継続しているため，図５-12によれば過剰間隙水圧比は流
動が収束するまで 0.9程度を維持している．このケースは前述したように他の２ケースと異
なり，図５-９に示したように流動中に杭頭の曲げモーメントが最大値を示し，流動が収束
する 26～28sec 付近では曲げモーメントは小さくなっている．しかし，作用外力について
は図５-23で示したように杭頭の曲げモーメントが最大となる25secと流動が収束し始める
26secでの鉛直分布について差が生じていないことがわかる． 
図５-24には他の２ケースと同様に変位および速度と作用外力の関係を流動が生じてい
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図５-23 杭の想定作用外力の鉛直分布(CASE３) 
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る範囲で示した．また，変位および速度と作用外力の関係についても同様に示している．
これらによれば，他の２ケースに比べて外力と速度の相関性はよいと考えられる．しかし，
24sec 以降は速度が低下しているにもかかわらず外力は一定値を保持しており相関は見ら
れない．これは，図５-23で示したように杭頭の曲げモーメントが最大となる 25secと流動
が収束し始める 26sec での作用外力の鉛直分布に差が生じていないことが原因と考えられ
る．しかし，外力が増加する範囲においては，外力の最大値と速度の最大値が比較的近い
時刻で生じており，双方の相関は高いと考えられる．  
ここで，図５-７～９および図５-18によれば，過剰間隙水圧比が 0.9 程度である場合の
杭の発生曲げモーメントがすべてのケースでほぼ同程度であることがわかる．しかし，
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図５-24 作用外力と相対変位および相対速度の関係(CASE３) 
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CASE3は他の 2 ケースに比べて流動速度の最大値が大きい．流動速度が異なるにもかかわ
らず発生曲げモーメントが同程度であることは外力の特性が速度の増加に対して上限値の
ある非線形的であると考えられる．  
このことは，図５-24に示す CASE3 における外力と速度の関係から，過剰間隙水圧比が
0.9程度を維持する場合には外力の増加は速度に依存すると考え，他の２ケースについても
過剰間隙水圧比が 0.9程度維持する範囲では同様であるとし，流動している地盤を流動速度
に応じて粘性抵抗が異なる非線形流体と仮定することで説明できる．すなわち，流動速度
の増加に応じて粘性抵抗が減少していると考える． 
したがって，CASE3の結果が過剰間隙水圧比が 0.9程度を維持している状態での外力の
性状を示していると考え，過剰間隙水圧比が 0.9程度である場合の流動中の地盤の性質が流
体的であるとすることが妥当であると考えられる． 
また，図５-７に示すように CASE３の流動速度と杭の曲げモーメントのピーク値は一致
しておらず位相のずれが生じている．流動している地盤を粘性流体として考えると，粘性
流体中に存在する弾性的な特性を有する系に与えられた外乱による系の応答が位相遅れを
伴うことは知られており，既往の研究でも同様の傾向が確認されている５）． 
これらのことからも，過剰間隙水圧比が 0.9程度である場合のおける液状化による流動地
盤を粘性流体的に解釈することができ，過剰間隙水圧比が 0.9程度である場合，杭には流体
的な外力が作用していることを示唆している．  
一方，図５-20，22で示す外力と変位の関係に着目すると，この関係の傾きは地盤の剛性
にほかならない．ここで，直線の傾きは時間の経過，すなわち過剰間隙水圧の消散により
大きくなることがわかる．したがって，この 2 つのケースの結果からは，過剰間隙水圧が
消散し始めてからは，外力と変位との相関性および地盤の剛性の回復が期待されることな
どから，地盤変位による土圧的な外力が杭に作用していると考えられる． 
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５．２ 大変位領域における土の剛性に関する検討 
 
今回の模型実験に使用した珪砂６号の大変形領域における性状を調べるため室内土質試
験を実施し，大変形領域におけるせん断応力～せん断ひずみの関係を推定し，土の剛性の
変化程度とその要因について分析した． 
 
５．２．１ 室内土質試験の概要 
 
室内土質試験は，図５-25に示す大型直接単純せん断試験装置６）を用いて実施した．大型
直接せん断試験装置の概略仕様を以下に示す． 
 
供試体： 直径30cm，高さ15cm 
加力装置：ｘ，ｙ方向各５t 
制御方式：油圧サーボ，変位，荷重制御 
ストローク：±30mm 
 
 
したがって，せん断ひずみは，片振幅で 30/150×100=20%程度まで計測可能である．な
お，本研究においては大ひずみ領域までを対象としていることから，両振幅のストローク
を用いて実施した． 
実験は，図５-26に示すように非排水状態において0.1Hzの正弦波による所定の繰返し軸荷
重を加えて軸ひずみ両振幅が５％以上となるまで載荷して過剰間隙水圧比が1.0になること
を確認した後，その状態を保持したまま非排水状態で一方向に静的単調載荷をせん断ひず
みが１%/minの条件で実施した． 
鉛直載荷ﾛｯﾄﾞ
ｸﾛｽﾍﾞｱﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ
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供試体
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ﾛｯｷﾝｸﾞ防止装置
内部ﾛｰﾄﾞｾﾙ
 
図５-25 大型単純せん断試験装置 
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供試体寸法は直径30cm，高さ15cmの円筒中実で表５-３に示すように相対密度に応じて
４ケース作成した．供試体は空中落下法にて作成し，メンブレンは0.4mm厚のラテックスゴ
ムを使用し，試料中の空気を二酸化炭素に置換した後，脱気水で十分に飽和させてＢ値が0.
95以上となることを確認した．また，試験時の有効拘束圧は98kN/m2とした． 
 
５．２．２ 流動中における土の剛性の特性 
 
室内土質試験結果より得られたせん断応力～せん断ひずみの関係を図５-27に示す．これ
によると，過剰間隙水圧の低下が見られるせん断ひずみ付近（限界せん断ひずみ）から急
激にせん断剛性が回復していることが分かる．この傾向は相対密度が大きいほど小さいせ
ん断ひずみで生じている７）．これは既往の研究で得られている知見８）と一致する．ここで，
振動台実験における液状化抵抗率が0.5程度（液状化強度比0.25，加速度の実効値210gal）
であることから，本試験における液状化抵抗率も0.5を目標としたが，実際には0.5～0.7の
範囲となった． 
次に，図５-28に示すように応力～ひずみ関係を２本の直線で近似し，流動地盤の剛性低
下率について検討した． 
なお，CASE１のみ静的載荷に移行する段階で過剰間隙水圧の若干の低下が見られ，その
影響で立ち上がりの剛性の回復が確認できる．しかし，その後ひずみの進行に伴い再び過
せ
ん
断
応
力
時間
繰返し載荷 静的載荷
液状化
 
 
図５-26 載荷方式の概念図 
表５-３ 実験ケース 
ケース 相対密度 繰返し応力比 目標液状化抵抗率
CASE1 97.00% 0.30
CASE2 92.00% 0.13
CASE3 72.00% 0.13
CASE4 51.00% 0.13
0.5
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剰間隙水圧が上昇し，剛性の低下が確認された．よって，CASE１のみ回復後の剛性を接線
で考慮することとした． 
結果を図５-29に示す．これによると，回復前の剛性は相対密度との相関はなく初期剛性
の1/20000～1/40000程度，限界ひずみ以降の剛性が回復した場合は相対密度との相関が強
く，緩い場合には1/8000程度の剛性であることがわかる．ここで，初期のせん断剛性につ
いては，これとは別に実施した土の動的変形特性を求めるための繰返し三軸試験結果より
得られたせん断ひずみγ=10-5におけるせん断弾性係数を考慮した． 
以上のことから，相対密度が非常に緩い範囲ではせん断抵抗が期待できないため，土は
非常に流動的であると考えることができる．また，限界ひずみ以降は剛性が回復傾向を見
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図５-27 せん断応力～せん断ひずみの関係 
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図５-28 剛性率の算出概念 
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せ，過剰間隙水圧も低下し土のせん断抵抗が回復していることが確認できる．これらの傾
向は模型実験の結果ともよく一致している． 
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図５-29 流動中の剛性低下率 
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５．３ まとめ 
 
本章では，液状化による地盤の側方流動時における基礎構造物の挙動を調べ，側方流動
中の基礎構造物の応答特性を把握することで荷重特性を検証することを目的として１Ｇ場
における模型振動実験を実施した．以下に，本章で得られた知見をまとめる． 
 
模型実験結果をまとめると，側方流動地盤は過剰間隙水圧が一定値以上を維持している
場合，流体的な挙動を示していたと考えられ，この場合は側方流動地盤中の構造物には流
体的な荷重が作用していると考えられる． 
しかし，CASE１，２については，最大曲げモーメントが側方流動終了時に発生しており，
過剰間隙水圧が一定値を持続し，側方流動中に最大曲げモーメントが発生した CASE３と
は異なる結果を得た． 
これは，水圧の消散により地盤のせん断抵抗が回復したため，せん断ひずみによる荷重，
すなわち地盤変位による土圧が作用したためと考えられる．しかし，この場合でも室内土
質試験結果を勘案すると地盤剛性は過剰間隙水圧が残留しているため初期剛性に比べてか
なり小さく，作用する荷重も通常の地盤変位による土圧よりも小さいことが推測される． 
このことは，側方流動地盤における構造物に作用する荷重の特性が液体的な性状と固体
的な性状が過剰間隙水圧値に関連して複雑に変化していることを示唆している． 
また，過剰間隙水圧の消散により固体的な性状が回復した側方流動を生じた地盤の物性
の把握を目的に，大変形領域におけるせん断応力～せん断ひずみの関係を室内土質試験を
実施して推定した．その結果，限界ひずみ以前のせん断弾性係数の剛性低下程度は相対密
度との相関はなく，限界ひずみ以降に剛性が回復する傾向にある場合，その剛性低下程度
は相対密度との相関が強いことを確認した． 
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